
球磨村商工業者物価高騰対策支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、石油価格や電気料金を含む物価高騰の影響を受けている商工業者

の負担軽減を図るため、球磨村（以下、本村という）で事業を営む商工業者に対し、

村の予算の範囲内で補助金を交付することに関し、球磨村補助金等交付規則（平成３

年球磨村規則第１号）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象となる者は、次の各号の全てを満たすものとする。 

（１）令和７年７月１日現在において、本村内で商工業を営んでいること。（法人にあ

っては村内を本店所在地とした法人登記がなされ、個人事業主にあっては本村

の住民基本台帳に記載されていること。） 

（２）申請日時点で球磨村商工会員であること。 

（３）補助金の交付を受けた後においても事業継続の意思があること。 

（４）この要綱に基づく補助金の交付を過去に受けていないこと。 

２ 前項に定めるもののほか、村長が必要と認める者に対しては、補助金を交付できる

ものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、交付対象としな

い。 

（１）球磨村暴力団排除条例（平成２３年球磨村条例第１１号）第２条第１号に規定

する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員 

（２）その他村長が不適当と認める者 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、５万円とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、球磨村商工業

者物価高騰対策支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、村

長に提出しなければならない。 

（１）次に掲げるいずれかの書類 

ア 開業届の控え（税務署の収受印が令和７年７月１日以前であることが確認で

きるものに限る。）又は登記事項証明書の写し 

イ 令和６年分確定申告書の控え（税務署の収受印が確認できるものに限る。た



だし、電子申告の場合は、申告を証明できる書類を添付すること。） 

（２）前号に掲げるもののほか、村長が必要と認める書類。 

２ 補助金の申請は、令和７年１１月２８日までに行わなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条 村長は、前条第１項の交付申請書の提出があったときは、速やかにこれを審査

し、適当と認めるときは、球磨村商工業者物価高騰対策支援補助金交付決定通知書（様

式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 村長は、補助金の交付をしないことを決定したときは、球磨村商工業者物価高騰対

策支援補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

 

 （補助金の請求） 

第６条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、次に掲げる書類に

より村長に補助金の交付を請求するものとする。 

 （１）球磨村商工業者物価高騰対策支援補助金請求書（様式第４号） 

 （２）補助金の振込先口座の通帳の写し 

 

（補助金の返還） 

第７条 村長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることが

できる。 

（１）虚偽その他の不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

（２）その他村長が必要と認めたとき。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、村長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

この要綱は、令和７年７月１日から施行する。 

この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 

 

 


